
川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、川崎市内の外国人学校における公立学校等の児童等との

文化的・体育的交流事業に要する経費の一部を補助することにより、互い

の文化を尊重するとともに相互理解を図り、また、地域交流を促進するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 外国人学校（以下「学校」という。） 学校教育法(昭和２２年法律第

２６号)第１３４条第１項に規定する各種学校として神奈川県の認可を受

けた学校のうち、補助対象年度５月１日現在川崎市内に設置されている

学校をいう。 

（２） 公立学校等 川崎市内の公立・私立学校、幼児教育・保育施設及び学

校周辺の自治会をいう。 

（３）児童等 第１号及び第２号に規定する学校及び公立学校等に在籍する児

童生徒、幼児及び地域住民をいう。 

 （補助金の対象者） 

第３条 川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金（以下「補

助金」という。）は、学校に対し交付するものとする。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費は、学校と公立学校等との交流を図るために

当該年度に実施する次の各号に掲げる経費とする。 

（１） 文化的交流事業に要する経費 

（２） 体育的交流事業に要する経費 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（第１号様式

）に次の各号に掲げる書類を添付して、所定の期日までに市長に提出しな

ければならない。 

(１)   補助対象事業実施計画書（第２号様式） 



(２)   補助対象事業の収支予算書（第３号様式） 

(３)   補助対象年度の５月１日現在在学者数学年別内訳書（第４号様式） 

(４)   その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付額） 

第６条 学校ごとの補助金額は、市長が予算の範囲内で交付する。 

 （補助金の交付等の決定） 

第７条 市長は、第５条の規定による補助金の交付の申請があったときは、補

助金交付申請書その他の書類を審査し、速やかに、補助金の交付の可否を

決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定したときは補助金交付決定通知書（第５号様

式）により、補助金の不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（

第６号様式）により申請者に通知するものとする。 

 （補助金の交付条件等） 

第８条 補助金の交付を受けた者は、交付決定を受けたその年度内に補助対象

事業を完了しなければならない。 

２ 補助金は、交付決定を受けた補助対象事業以外の経費に使用してはならな

い。 

３ 補助対象事業を変更し、又は中止しようとする場合は、速やかに、補助対

象事業変更・中止報告書（第７号様式）に補助対象事業変更・中止計画書

（第８号様式）を添付して、市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

 （実績報告） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、当該補助対象事業完了後、速やかに、補

助対象事業実績報告書（第９号様式）に次の各号に掲げる書類を添付して

、所定の期日までに市長に提出しなければならない。 

(１)   補助対象事業実施報告書（第１０号様式） 

(２)   補助対象事業の収支決算書（第１１号様式） 

(３)   その他市長が必要と認める書類 

 （証拠書類の整備） 

第１０条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業に係る書類を整備し、当

該補助対象事業を完了した年度の翌年度から起算して５年間保存しなけれ



ばならない。 

 （調査に対する協力義務） 

第１１条 補助金の交付申請をした者は、申請書及び添付文書に記載した事実

並びに補助金の使途等に関し、市長が必要な調査をするときは、これに協

力しなければならない。 

 （補助金の返還） 

第１２条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、交付した補助金の全部又は一部を返還させることができ

る。 

（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）偽り又は不正な方法により補助を受けたとき。 

（３）補助対象事業の全部又は一部が実施されなかったとき。 

（４）補助金を補助対象事業以外の経費に使用したとき、その他補助金の交付

決定に付した条件に反したとき。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、 

こども未来局長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 



第１号様式 

 

補助金交付申請書 

 

  年  月  日  

 

（あて先）川 崎 市 長 

 

所 在 地                  

学 校 名                  

学 校 長 名               印  

 

 

川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金交付要綱に基づき、次のとおり   

年度の補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 申 請 額   金            円 

 

２ 添付書類 

（1） 補助対象事業実施計画書（第２号様式） 

（2） 補助対象事業の収支予算書（第３号様式） 

（3） 補助対象年度の５月１日現在在学者数学年別内訳書（第４号様式） 

（4） その他市長が必要と認める書類 

 



第２号様式 
補助対象事業実施計画書 

学校名                

事業名 事業内容 対象者 概算費用（円） 実施予定年月日 

     

     

     

     

合 計   

 
（注）実施事業について、お知らせ文や開催チラシ等、内容のわかる資料を添付してください。 



第３号様式 

 

補助対象事業の収支予算書 

 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

 

学校名                                （単位:円） 

 

 科 目 予算額 

収 

入 

の 

部 

多 文 化 共 生 ・ 地 域 交 流 事 業 費  

 

事 業 負 担 金  

市多文化共生・地域交流事業補助金  

合  計  

支 

出 

の 

部 

文 化 的 交 流 事 業 費  

 

事 業 運 営 費  

消 耗 品 費  

通 信 ・ 交 通 費  

 雑 費  

体 育 的 交 流 事 業 費  

 

事 業 運 営 費  

消 耗 品 費  

通 信 ・ 交 通 費  

 雑               費  

合  計  



第４号様式  

 

補助対象年度の５月１日現在 

在学者数学年別内訳書 

 

      年５月１日現在  

学校名             

学年  在学者数  市内居住者  市外居住者  

幼稚部  

年少  人 人 人 

年中  人 人 人 

年長  人 人 人 

計 人 人 人 

初級部  

１年  人 人 人 

２年  人 人 人 

３年  人 人 人 

４年  人 人 人 

５年  人 人 人 

６年  人 人 人 

計 人 人 人 

総 計  人 人 人 

 



第５号様式 

 

補助金交付決定通知書 

（  年度川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金） 

 

川崎市指令   第  号   

 

所 在 地                  

学 校 名                  

学校長名                  

 

  年  月  日付けで申請のあった  年度川崎市外国人学校等多文化共

生・地域交流事業補助金については、川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流

事業補助金交付要綱の規定に基づき、次のとおり交付することと決定したので通知し

ます。 

 

  年  月  日 

 

川崎市長            

１ 補助金額  金         円 

２ 交付の条件 

（1） 補助対象事業は、  年  月  日までに完了してください。 

（2） 補助金は、  年度に申請のあった補助対象事業以外に使用しないでください。 

（3） 補助対象事業を変更又は中止しようとする場合は、速やかに、市長に報告して

ください。 

（4） 事業完了後、  年  月  日までに補助対象事業実績報告書（第８号様

式）を提出してください。 

（5） 補助対象事業関係書類は、事業完了年度の翌年度から起算して５年間保存して

ください。 

（6） 偽り又は不正な方法により補助を受けるなど、川崎市外国人学校児童等多文化

共生・地域交流事業補助金交付要綱第１２条に該当すると認められるときは、補

助金の全部又は一部を返還していただく場合があります。 



第６号様式 

 

補助金不交付決定通知書 

（  年度川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金） 

 

川崎市指令   第  号   

 

所 在 地                  

学 校 名                  

学校長名               様  

 

  年  月  日付けで申請のあった  年度川崎市外国人学校児童等多文化

共生・地域交流事業補助金については、川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交

流事業補助金交付要綱の規定に基づき、次のとおり交付しないことと決定したので通

知します。 

 

  年  月  日 

 

川崎市長            

 

不交付の理由 

 



第７号様式 

 

補助対象事業変更・中止報告書 

 

  年  月  日  

 

（あて先）川 崎 市 長 

 

所 在 地                   

学 校 名                   

学 校 長 名                印  

 

 

先に交付を受けた  年度川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金につ

いて、次のとおり補助対象事業を変更又は中止したいので、報告します。 

 

１ 補助金額     金            円 

 

２ 補助対象内訳   補助対象事業変更・中止計画書（第８号様式）のとおり 

 



第８号様式 
補助対象事業変更・中止計画書 

学校名                

区分 事業名 事業の変更又は中止の理由 対象者 概算費用（円） 実施予定年月日 

      

      

      

      

合 計   

 
（注）「区分」には、変更又は中止の別を記入してください。 



第９号様式 

 

補助対象事業実績報告書 

 

  年  月  日  

 

（あて先）川 崎 市 長 

 

所 在 地                   

学 校 名                   

学 校 長 名                印  

 

 

先に交付を受けた  年度川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域交流事業補助金につ

いて、次のとおり実績を報告します。 

 

１ 補助金額     金            円 

 

２ 添付書類 

(1) 補助対象事業実施報告書（第１０号様式） 

(2) 補助対象事業の収支決算書（第１１号様式） 

(3) その他市長が必要と認める書類 



第１０号様式 
補助対象事業実施報告書 

学校名                

事業名 事業内容 対象者 確定費用（円） 実施年月日 

     

     

     

     

合 計   

 
（注）事業の実施を確認するため、当日のプログラムや写真、又は領収書を添付してください。 



第１１号様式 

 

補助対象事業の収支決算書 

 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

 

学校名                                （単位:円） 

 

 科 目 予算額 決算額 差 額 

収 

入 

の 

部 

多文化共生・地域交流 

事 業 費 
   

 

事 業 負 担 金    

市多文化共生・地域交流

事 業 補 助 金 
   

合  計    

支 

出 

の 

部 

文 化 的 交 流 事 業 費    

 

事 業 運 営 費    

消 耗 品 費    

通 信 ・ 交 通 費    

 雑 費    

体 育 的 交 流 事 業 費    

 

事 業 運 営 費    

消 耗 品 費    

通 信 ・ 交 通 費    

 雑        費    

合  計    

 


